
単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

　自然を大切にしている区民の割合は比較的高い水準で推移している。活動参加人数を
増やし、自然を大切にしている区民を増やすためには、今後も一層、普及・啓発活動を活
発化していく必要がある。

コ
ス
ト

　トータルコストについては、２０年度までは毎年微増傾向であったが、２１年度は２０年度
と比較して減少している。その主な要因としては、野鳥の保護・被害対策の委託料及び河
川浄化運動の人件費の減によるものである。

成果向上
のための
取組方針

　自然環境を保全する活動を広げていくための普及・啓発活動は、施策を推進するための
基本的な事業であり、平成２２年度も引き続き個々の事業を積極的に推進することにより、
施策の向上を図っていく。施策の向上のためには、区広報紙及び区ホームページなどにお
ける積極的な周知や、区民向けのイベントにおける普及・啓発活動を実施する。また、経営
資源の配分については、平成２２年度の取り組み状況を勘案し、適性な配分となるようにし
ていく。

－ －

－ － － －

－ －

－

3 － － －

－

68.30 72.30

－ －

－ － － －

－

64.40 70.80 73.00

2 － － －

－

64.90

1
自然を大切にして
いる区民の割合

％
政策・施策マーケ
ティング調査

64.30 64.40

69.90

現状と課題
　雨水利用や野鳥の保護、河川の浄化運動等を通じて、自然環境を保全する活動の
輪を広げているが、環境保全は大切と考えていても実際に行動へ結びつく人は少な
いのが現状である。このため、普及・啓発活動を充実する必要がある。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 自然環境
担当部 環境部

担当課 環境課

　自然に対する意識が芽生え、自然を大切にする行動が広がっている。





0.00 0.00 40.00

－ － －

14.78 14.78 14.80

0.45 0.48 0.50

－ － 50.00

－ － －

36.70 34.46 60.00

33.30 25.00 60.00

100.00 100.00 100.00

52 36 50

32 33 34

－ － －

5 5 5

－ － －

2.30 4.30 3.00

1,268 1,121 1,200

255 145 200

4 4 4

無

無

980

21.43

－2,348

B

-211

993

無

－

-13

3.13

－

7.19

-1,654

3,908 2,254

4,017

施策名

無

無

無

自然環境

施策トータルコスト
（千円）

A

3,859

２２
目標

事務事業名

公表回数（回）

－

2,559

7.49

2,3

荒川クリーンエイド参
加者数（人）

A
キャンペーン参加者数
（人）

無

成果指標

880

環境部担当部

B

1,488

2,033 2,064

無

綾瀬川の水質（ＢＯＤ：
㎎／Ｌ）

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

31,340

有

２１
実績

指標名（単位）

取組
内容

2.81

荒川を考える 飾区民
会議開催回数（回）

B

-23

31

野鳥の保護・被害対
策

自然・環境レポーター

レポート提出率（％）

カラスの巣撤去件数（件）
（民有地）

相談の解決率（％）

3

環境保全団体支援

補助金交付団体数の累
計（件）

－

河川愛護活動

区施設への設置率（％）

－

雨水利用促進（助成）

自然環境に対する満足度
（％）（「 飾区世論調査」（３
年毎）より）自然保護区域維持管

理

河川浄化運動

自然環境調査

２０
実績

指導成果率（％）

－

民間建物への設置率
（％）

研修参加率（％）

雨水利用促進（指導）

環境課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

施策内
割合(%)

920

増減額

担当課

B

6.59

－

B

-40

-158 B

11,602 10,750

12.31

-852

2

9,871 6,717

1,511

-3,154

4.75

－

34.30

B



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

公害が少なくなり、より快適な生活環境となっている。

１８年度 １９年度

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 生活環境
担当部 環境部

担当課 環境課

2 － －

現状と課題

●平成１８～２１年度は、区の一般環境大気測定局（水元）の１カ所及び自動車排出
ガス測定局（たつみ、堀切、新宿）の３カ所すべてで、大気中のＳＰＭ、ＮＯ２が環境基
準を達成している。また、区役所及び水元図書館の２カ所で測定（年４回）した大気中
のダイオキシン類についても、環境基準を達成している。
●公害苦情は、深夜営業、日常生活等に起因するものの割合が増加する傾向にあ
る。苦情も多様化し、対応に苦慮する事案も増加している。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠

102

1
公害苦情件数
（工場、建設作
業）

件
公害苦情受付台
帳

112 109 108 106110

76 103 90

－ －

－

－

－

－

－ －

3 － － －

－

－ － －

－

－

－ － － －

－

評価・
分析

成
果

　苦情件数はほぼ横ばいで推移しているが、近隣トラブルが原因であるものや法令の規制
に係らない問題なども増加している状況を勘案すると、施策として一定の効果を上げてい
る。

コ
ス
ト

　大気汚染について、測定用機器（リース）の入替えにより、成果を維持しつつ、使用料を
削減した。
　法令に基づき、区の責務として行っている事業であるため、これ以上のコスト削減は困難
である。

成果向上
のための
取組方針

　生活環境の保全にかかる事業は、施策を推進するための基本的な事業であり、引き続き
各事業を着実に推進することで、施策の向上を図る。また、大気汚染測定、交通騒音・振
動振動調査、水質汚濁監視測定による状況把握及び公害発生源規制・指導業務などは、
良好な生活環境の保全には不可欠であり、適正に経営資源を配分し、効率的かつ効果的
な事業実施に努めながら施策を推進していく。





4 4 4

9 16 27

7 7 7

3 3 3

2 2 2

2 2 2

5.16 3.21 5.50

4.69 5.60 4.50

88.67 33.85 100.00

－ － －

59 65 20

84.75 84.62 95.00 379 B

1,068

1.21

－

1,789 B

40,217 41,108 －

34.38

－

A

35.38

891

-1,261 B

5.75

2.09

103 B

8,133 6,872 －

2,395 2,498 －

25,337

-2,800

21.19

28,137

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

B

取組
内容

増減額
施策内
割合(%)

交通騒音・振動調査

事務事業名
成果指標

関係機関への報告回
数（回）

大気汚染監視測定

公表回数（回）

光化学スモッグ発令情
報周知件数（件）

２１
実績

公害発生源規制・指
導

工場・指定作業場の苦
情件数割合（％）

建設作業の苦情件数
割合（％）

水質汚濁監視測定

公表回数（回）

関係機関への報告回
数（回）

工場等苦情処理

確認処理率（％）＝確認処理
件数÷苦情件数×１００

－

無

担当課

あき地苦情件数（件）

適正管理執行率（％）（除草件数
＝区の指導により自主除草した
件数＋区に除草を委託して除草
した件数）÷（苦情件数）

40,511 42,300

指標名（単位）
２０

実績

公表回数（回）

環境課

あき地除草対策事業

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

3

119,562

無

２２
目標

施策トータルコスト
（千円）

環境部担当部

施策名

無

有

有

生活環境

無

1,447



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

「区内が清潔なまちになっていると思う区民の割合」の実績は伸びている。「ポイ捨て件数」
の平成２１年度の実績は、前年度と比べて約９％減少したが、今後とも様々な取り組みを
強化していく必要がある。
　歩行喫煙については、平成２１年５月の歩行喫煙実態調査によれば、条例施行前と比較
し歩行喫煙率が約８６％減少した結果がでており、成果が上がってきている。

コ
ス
ト

　平成２０年度に歩行喫煙等禁止パトロールの実施駅を拡大、平成２１年度に緊急雇用対
策補助制度を活用し、実施回数を増やしたため事業コストは増加している。

成果向上
のための
取組方針

　平成２２・２３年度は、緊急雇用対策補助制度を活用することにより、歩行喫煙等禁止パ
トロールの実施回数を増やし強化を図る。
　今後も、民間委託による「歩行喫煙等禁止パトロール」「ポイ捨て等防止キャンペーン」の
拡大を検討する。

－ － －

－ － － －

3 － － －

－ －

28.80 29.60 30.50 31.00

21.60 27.10 29.30 29.70

8,828 8,300 12,138 11,046

2
区民が清潔なま
ちになっていると
思う割合

％
政策・施策マーケ
ティング調査

28.10

２２年度

1 ポイ捨ての件数 件
主要駅（金町・亀
有・新小岩）での
実態調査

6,498 6,465 6,432 12,000 11,000

施策意図 ごみのないきれいで清潔なまちになっている。

現状と課題

　平成１７年８月「 飾区きれいで清潔なまちをつくる条例」を施行し、たばこの吸い殻等のポイ
捨てや歩きたばこ、犬・猫のふんの放置を禁止した。多くの区民に条例の趣旨を理解し、遵守
してもらうよう様々な啓発活動を行ってきた。また、歩行喫煙者などに直接注意するパトロール
の実施により、歩行喫煙率が減少するなどの効果がでている。今後とも、ごみのポイ捨ての防
止など、環境美化に関する行動と意識の向上に努め。
　環境美化地区の活動に対する支援を行うとともに、環境美化の日クリーン作戦の呼びかけに
多くの区民が参加している。

指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

平成２２年度 施策評価表

施策名 美化活動
担当部 地域振興部

担当課 地域振興課





12,138 11,046 11,000

－ 81.10 82.00

58.09 58.09 60.00

996.00 1,389.00 1,050.00

21,278 40,603 45,000

－ － －

地域振興部担当部

２２
目標

無

美化活動

無

担当課

施策トータルコスト
（千円）

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

1,2

53,769

無

施策名

指標名（単位）
２０

実績

事務事業名
成果指標

２１
実績

参加人数（人）

アンケート調査による条
例効果のモニタリング＝
自治町会長を対象とした
きれいなまちへの満足度
（％）

環境美化の日事
業

－

ポイ捨て防止等
環境美化活動

ポイ捨て等実態調査＝Ｊ
Ｒ３駅における１週間にポ
イ捨てされたたばこ、空き
缶、空き瓶、ペットボトル
の数（個）

環境美化地区支
援

美化地区自治町会組織
率（％）＝支援自治町会
数／全自治町会数×１０
０

清掃活動の実施回数
（回）

地域振興課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

A

取組
内容

増減額
施策内
割合(%)

38,266

6,111 6,208 －

11,540

71.17

26,726

11.55

97 B

148 B

17.29

9,147 9,295 －



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

平成２２年度 施策評価表

施策名 ごみの減量
担当部 環境部

担当課 リサイクル清掃課

施策意図 資源の循環利用やごみの発生抑制が進んでいる。

現状と課題

　平成２０年度のプラスチック製容器包装の資源回収を中心としたごみの分別方法変
更によって区収集ごみ量は減少したものの、一方で、算定精度の向上に伴い事業者
による持込ごみ量が約６，０００トン増加したことなどから、ごみ排出量については目
標を下回る状況であるが、ごみ減量・リサイクルに対する区民の意識は高い水準に
あり、さらなる向上も見られた。
　ごみ排出量自体は着実に減少しており、今後もごみの発生抑制を第一とした普及
啓発を中心に展開しながら、さらに有効なごみ減量策についても検討していく。

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

1
区民１人１日あた
りのごみ排出量

ｇ
ごみ排出量÷区
民人口÷３６５日

770 760 710 700 680

798 764 745 732

2

資源の循環利用
やごみの減量に
努めている区民
の割合

％
政策施策マーケ
ティング調査

75.90 76.30 83.10 83.40 83.70

84.30 83.10 81.80 85.60

3 － － －
－ － － － －

－ － － －

評価・
分析

成
果

　ごみの減量は着実に進んでおり、また区民の意識については高い水準にあるため、資源
循環型社会の構築に向け、施策及び施策を構成する事務事業は十分にその意義を果たし
ていると考える。

コ
ス
ト

　トータルコストについては、資源回収量の増などに伴い、資源回収・資源化にかかる経費
が微増の傾向にある他、前年度と比べ、（仮称）かつしかエコライフプラザの建設着工によ
り、その工事費分が大きく増となっている。
　コストのうちで大きな割合を占める資源回収だが、資源循環型社会を構築する上でリサ
イクルは重要であり、また、ごみの減量に大きく寄与するため、今後とも費用対効果に留意
しながら効果的に展開し、施策の推進に繋げていく必要があると考える。

成果向上
のための
取組方針

　より一層のごみ減量を図るためにも、ごみの発生抑制を第一に、その普及啓発を工夫し
ながら今後とも継続して実施していく必要がある。
　平成２３年度は、６月に開所予定の（仮称）かつしかエコライフプラザにおいて、環境や３R
に関する参加・体験型の展示学習コーナーに加え、リユース家具の展示・販売、日用不用
品・再生品等の販売や幅広い年齢層を対象とした学習会や実践的な講座、イベント等を実
施し、環境や３Rに関する情報、実践、活動の拠点として、合築の立石図書館との連携を柔
軟に図りながら、さらなる普及啓発の拡充を図る。





9,581 11,228 10,000

3,453 3,565 3,500

81.80 85.60 83.70

745.00 732.00 680.00

81.80 85.60 83.70

745.00 732.00 680.00

45.00 43.00 45.00

35.10 34.70 40.00

65,974.00 113,302.00 122,200.00

－ － －

81.80 85.60 83.70

745.00 732.00 680.00

2.47 2.46 4.00

－ － －

17,011.25 17,065.50 17,188.00

15,748.61 18,906.47 18,445.70

1 0 2

872 799 900

8.17 8.09 8.46

91.83 91.91 91.54

無

22,473

-244

無

A

0.27

1.75

803,438

B

0.07

無

無

無

0.74

0.15

無

A

1

1

2

A

1

2

A

A

A

A

1,644

 ２１実績 施策内
割合(%)

環境部担当部

－

有

成果指標
取組
内容

ごみの減量
担当課

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

事務事業コスト（千円）

1,267,543
リサイクル清掃

課

施策名

事務事業名

施策トータルコスト
（千円）

リサイクル事業（リサ
イクルコーナー運営）

成立総数(件）（預託販売成
立総数＋フリマ売上総数）

ごみ減量・リサイクル
推進協議会 区民１人１日あたりのごみ排

出量(ｇ)

資源の循環利用やごみの減
量に努めている区民の割合
(％）

違反指導件数（件）

880

廃棄率（％）（廃棄台数/未返
還自転車台数）

1,841

－

拠点回収量（㎏）

－

全資源回収量に占める
集団回収量の割合（％） 3,542

無

リサイクル率（％）

-158

行政回収量　（ ｔ ）

粗大ごみのリサイクル率
（％）（リサイクル品の提供数
／粗大ごみ収集個数×100）

届出書受付件数（件）

可燃・不燃ごみ（20年度より
燃やす・燃やさない・プラ）中
の資源混入量（推計）（ ｔ ）

3,380

34,818

資源の循環利用やごみの減
量に努めている区民の割合
(％）

無

無

838,256 1

66.13

－

-1,220

かつしかエコショップ
事業（事業者資源回
収促進事業）

集団回収促進支援

建設リサイクル法事
務

資源回収

放置自転車リサイク
ル

リサイクルセンター維
持管理運営

区民１人１日あたりのごみ排
出量（ｇ）

環境学習事業（ごみ
減量リサイクル）

－

拠点回収促進

資源の循環利用やごみの減
量に努めている区民の割合
(％）

区民１人１日あたりのごみ排
出量（ｇ）

5.92

37,619

2.97

全世帯数に占める参加
世帯割合（％）

0.13

1,712

0.88

74,980

15,289

71,438

指標名（単位）

利用者数（人）（預託販売依
頼者＋フリマ参加者数＋リ
サイクルコーナー来場者数）

２０
実績

２２
目標

-1,456

-68

２１
実績 増減額

11,15512,611

22,330

２０実績

22,229

4,161

5,265 9,426

1,999

A

4,600

920 2

B

-40



2,890.00 2,850.50 3,000.00

47 42 50

745.00 732.00 680.00

163.00 163.00 240.00

81.80 85.60 83.70

745.00 732.00 680.00

81.80 85.60 83.70

745.00 732.00 680.00

－ 25.70 100.00

－ － －

リサイクル清掃関連
施設建設

建設工事進捗率（％） 0

－

0.31

2

無

-180 A

3,8904,070

13.67

1

無

173,321 A

173,321

区民１人１日あたりのごみ排
出量（ｇ）

情報提供事業（ごみ
減量リサイクル）

資源の循環利用やごみの減
量に努めている区民の割合
(％）

区民１人１日あたりのごみ排
出量（ｇ）

普及啓発イベント事
業（ごみ減量リサイク
ル）

資源の循環利用やごみの減
量に努めている区民の割合
(％）

2

無

-414 A

15,262

1.20

15,676

活用施設数（公園・児童遊
園・区立保育園・区立小中学
校等）（件）

2.03

1

有

14,350 A

25,76911,419

47,891

 ２１実績２２
目標

一般廃棄物処理基本
計画策定

区民１人１日あたりのごみ排
出量（g）

区民1人1日あたりの資源量
（g）

緑のリサイクル業務
委託

剪定枝葉搬入量(m3）

1,267,543

効率性
の分析

48,004

担当課
リサイクル清掃

課

無

-113 B

3.78

－

事務事業名
成果指標 事務事業コスト（千円）

取組
内容

２１
実績

２０実績

増減額

職員が
直接関
与する
根拠法

令

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

施策名 ごみの減量

施策トータルコスト
（千円）

担当部 環境部

指標名（単位）
２０

実績
施策内
割合(%)



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 ごみの適正処理
担当部 環境部

担当課 清掃事務所

　正しくごみの分別が行われ、ごみが適正に処理されている。

現状と課題

　清掃事業移管後も本区の地域特性に応じたきめ細かな施策を展開し、ごみの適正
処理に努めてきたところであるが、18年度から「 飾区一般廃棄物処理基本計画（第
2次）」を定めごみの適正処理の促進を図っている。
　20年度からプラスチック製容器包装の分別回収・リサイクルを始めとする分別変更
を区内全域で実施した。これに先立ち、広報紙やごみ減量・リサイクル情報紙による
周知をはじめ、「資源とごみの正しい分け方・出し方」及び「資源とごみの収集カレン
ダー」を全世帯に配布し、自治町会やマンションの管理組合などを対象に分別変更説
明会を開催するなどきめ細かな周知活動を展開した。新分別方法はほぼ定着しつつ
あるが、さらなる分別徹底の推進が最大の課題である。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

2,560 2,534

2,532

2,509

1 集積所指導件数 件

分別の徹底など排
出ルールの守られ
ていない集積所に
ついて、専属班に
より排出指導を実
施

2,483 2,458

2

排出実態調査による
分別状況（可燃ごみ
中の資源混入率を減
らしていく。）

％
排出実態調査
（調査は3年ごと
に実施）

－

1,487 3,164

13.00

15.50 17.10 17.10 20.90

14.00 10.00

3

排出実態調査による
分別状況（不燃ごみ
中の資源混入率を減
らしていく。）

％
排出実態調査
（調査は3年ごと
に実施）

1,995

15.00

8.00 12.00 10.67

14.50 15.30 13.70 13.50

－ 12.00

成果向上
のための
取組方針

　平成２２年度は、引き続き、様々な機会を捉えて区民への適正排出や分別方法の周知徹
底、啓発等を行っていくことで、各ごみ等のより効率的な収集運搬を目指す。また、集積所
美化等排出指導や不法投棄防止対策の継続、事業系ごみの自己処理転換促進の徹底を
行う。これらにより、ごみの適正処理を推進していく。

評価・
分析

成
果

・成果指標１（集積所指導件数）について、21年度は予定の指標を下回る実績となってい
る。これは、これまで積み重ねてきた指導や啓発活動の成果であると分析される。
・成果指標２の平成21年度資源混入率は平成20年度よりも悪化している。分別の徹底に
ついて一層の啓発活動が必要であると分析される。
・成果指標３の平成21年度資源混入率は平成20年度と比べて若干改善されている。しかし
ながら、成果指標２と合わせて啓発活動を強化し、さらなる改善につなげていくべきと分析
される。

コ
ス
ト

　施策トータルコストは、平成20年度実績が3,077百万円であったのに対して、平成21年度
実績は2,886百万円となり、191百万円減少している。この主要因は人件費である。今後と
も、費用対効果に留意しながら、効率的な適正処理の推進を継続していく必要があると考
える。





4,341 4,680 4,212

－ － －

99.22 99.31 100.00

－ － －

0.00 0.00 0.00

－ － －

39.15 46.30 55.00

0.00 0.00 0.00

90.40 90.04 100.00

－ － －

94,833.51 93,500.06 91,500.00

－ － －

742.09 707.57 703.80

1.19 1.13 1.45

327 292 300

3,164 1,995 2,458

86.47 86.08 95.00

0.13 0.06 0.00

3,995.70 4,100.42 4,100.00

3,495.47 3,188.56 3,600.00

清掃事務所

無

施策名

有

有

無

ごみの適正処理

集積所美化等排
出指導

車両維持管理（清
掃事務所）

清掃浄化槽数／浄化槽基数
（％）

1,2

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

1,2

事務事業名
成果指標 事務事業コスト（千円）

環境部担当部

自己整備率( ％ )＝所内実施件
数（車検・整備・点検・修理）／総
車検・整備・点検・修理件数、目
標：24年度までに95％

燃やすごみ・燃やさないご
み・プラスチック製容器包装
の収集量（t）、目標：24年度
までに　87,342ｔ　  ( t )

－

－

-49,677

18,589 19,563

苦情処理件数／浄化槽基数
（％）

7,390

無

1.27

一作業当たりのし尿収集量
＝し尿収集量／延べ収集作
業回数（搬入回数）、目標：
24年度までに　1.45kl  ( kl )

33,157 32,121

事故発生率( ％ )＝事故件
数／延べ配車台数（直営
車）、目標：24年度までに0％

無

し尿収集量( kl )、目標：24年
度までに　567kl －

B

燃やさない中継量 （ ｔ ）（19
年度までは不燃ごみ）

プラマーク中継量 （ ｔ ）（20
年度より)

専属班指導回数　（ 回 ）

無

無

改善集積所数 ( 箇所 ）

-1,036

387,832

1.11

燃やすごみ・プラス
チック製容器包装
等収集運搬

し尿収集運搬

コンテナ中継所管
理運営

一般廃棄物処理
業許可事務

浄化槽関係事務

3

0.68

1.01

-3,034

0.13

有料ごみ処理券販
売

廃棄物処理手数料歳入額
(有料ごみ処理券分)/有料ご
み処理券販売額（％）

32,308

1,948,138

清掃協力会助成

清掃協力会加入率(加入町
会数/全町会数)×100　（％）

－

－

行政処分等件数(警告書交
付含む)（件）

２０
実績

6,742

施策トータルコスト
（千円）

不法投棄防止対
策

清掃事務所、公園管理課、
道路補修課における不法投
棄物の年間処理個数（個）

－

7,595

２０実績
指標名（単位）

施策内
割合(%)

A

無

２１
実績

２２
目標

B

29,274

2
0.26

取組
内容

無

担当課2,885,920

853

0.26

増減額

 ２１実績

－

62.34
2

974 A

-320

2,3

-1,081 A

7,710

5.63

6,271

-7,025

3,6494,730

A

－

A

1,799,221

338,155

B

B

43,572

-148,917 A

11.72

156,326 162,597 －

36,547



106.50 96.16 100.00

87.43 96.72 100.00

15,377 10,684 11,304

－ － －

2,341.05 2,343.12 2,500.00

9.51 9.43 3.36

1,304 1,257 1,290

185 155 171

3 226 1,000

－ － －

1.08

1
無

14,440 A

31,107
事業系ごみ自己処
理促進

勧奨指導後の事業系
ごみ収集業者委託件
数( 件 )

16,667

－

無

24,109 B

337,063

7,871

0.27

－

無

-6,165 A

動物死体処理

動物死体処理総数＝有料動
物死体処理数＋都道分動物
死体処理数＋集積所動物死
体処理数 ( 件 )

14,036

都道上等の処理実績＝都道
分動物死体処理数＋集積所
動物死体処理数( 件 )

11.68

A

粗大ごみ収集運搬

処理重量　( t ) 312,954

削減率(％)＝(12年処理重量
［2,587ｔ］－現年処理重量
［ｔ］）／12年処理重量［2,587
ｔ］

2

清掃事務所維持管
理

１㎡当たりのコスト( 円 )
＝施設維持管理経費／
庁舎管理面積（4,051㎡）

2

無

-1,067 A

14,581

59,186

2.05

2
無

-19,133

78,319

－

0.51

事務事業名
成果指標 事務事業コスト（千円）

職員被服貸与（清
掃事務所）

被服貸与率（貸与実数÷
貸与予定数）×100 ( ％ ) 15,648

保護具貸与率（貸与実数
÷貸与予定数）×100 (
％ )

 ２１実績

職員が
直接関
与する
根拠法

令
指標名（単位）

２０
実績

２１
実績

２２
目標

２０実績 施策内
割合(%)

効率性
の分析増減額

取組
内容

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

施策名 ごみの適正処理

施策トータルコスト
（千円）

担当部 環境部

2,885,920 担当課 清掃事務所



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 地球温暖化対策
担当部 環境部

担当課 環境課

温室効果ガスが削減され、環境に配慮したゼロカーボン社会が実現した地域となって
いる。

現状と課題

　 飾区の温室効果ガスは、民生家庭部門と民生業務部門の排出において増加傾
向にある。このため、平成20年度に策定した「 飾区地球温暖化対策地域推進計画」
に基づき、特に民生家庭・民生業務部門の対策に重点をおき、各主体が連携して全
区域における温室効果ガスを削減するため、地球温暖化対策を推進していく必要が
ある。
　区民・事業者・区などから構成する 飾区地球温暖化対策地域協議会により、協働
で温暖化対策に取り組むとともに、公共施設等の整備・改修・運営において環境に配
慮して、低炭素型の持続可能なまちづくりを進める。
　また、エコライフの取り組みや環境経営認証取得を中心に区民・事業者各自の環境
行動の促進をさらに強化し、環境行動を実践する人材の育成のため環境学習を総合
的・継続的に実施する。さらに、自然エネルギーの促進や省エネルギー意識を高める
ため、太陽光発電設備の設置拡大及び省エネ設備・機器の導入促進を図る。

２２年度２０年度 ２１年度指標根拠 １８年度 １９年度

82.00 82.40 82.70 87.00
1

省エネを心がけ
ている区民の割
合

％
政策・施策マー
ケティング調査

90.00

2
 飾区全域の温
室効果ガス（基準
年（1990年）比）

％
 飾区地球温
暖化対策地域
推進計画

－

89.50 83.20 84.00

－ －

89.70

-11.40 -12.10

－ － -10.00 -13.90

3
区の温室効果ガ
ス（18年度比）

％
第3次 飾区環
境行動計画

－ 3.10 0.70 -0.50 -1.70

－ 1.60 -0.70 -1.30

評価・
分析

成
果

　平成21年度より「地球温暖化対策」の施策を設け、新規事業と共に「自然環境」「生活環
境」の施策下にあった事業の一部をあわせて再構築し、新たに経営資源を配分した。
　道路・公園を含む全ての公共施設整備・改修において一定の環境配慮の水準を達成し
環境に配慮した街づくりを進めるため、区独自の環境性能基準を定めて「 飾区環境配慮
指針」を策定した。また、太陽光発電設備設置費助成を事業所も対象として拡充した他、高
効率給湯器設置費助成やクリーンエネルギー省エネ設備・機器整備費助成の新規実施、
区民のエコライフ推進、事業者の環境経営システム導入支援など、環境負荷の低減等に
取り組む区民や事業者に対する支援に取り組んだ。さらに、環境学習の推進として小中学
生を対象に環境学習副読本を作成し、区内小中学校全校に配布した。また、区自らの率先
行動のひとつとして、地域活性化・経済危機対策臨時交付金を活用して天然ガス車14台を
含む環境対応車18台をまとめて導入した。
　成果指標１については省エネを心がけている区民の割合は目標を上回る成果をあげて
おり、成果指標２の区全域の温室効果ガス削減も目標を達成している。施策として着実な
成果を上げているが、引き続き温室効果ガス削減に向けた一層の成果向上が必要とされ
る。

コ
ス
ト

　トータルコストは増加しているが、施策は着実な成果を上げており、施策の成果をより向
上させるための地球温暖化対策が求められている。

成果向上
のための
取組方針

　今後もより一層、温室効果ガスの削減を進めるため、区民・区民団体・事業者・区の連携
協働のもと、区全域における温暖化対策を推進する。今後は、区民・事業者に向けて、環
境行動を普及することに加え、区で策定した「 飾区環境配慮指針」を普及啓発することに
より、ハード・ソフト両面から、環境に配慮した街づくりを進めていく。





7,240 6,642 6,100

3,870 4,140 4,200

138 299 600

299 505 350

1 0 2

2 3 3

150.72 437.33 518.63

－ － －

-0.70 -1.30 -1.70

128 158 190

-10.00 -13.90 -12.10

－ － 1.00

施策名

無

無

無

地球温暖化対策

無

17,111

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

1,2

地球温暖化対策推進

 飾区全域の温室効果
ガス（基準年1990年比）
（％）

 飾区環境配慮指針による
まちづくり進捗状況（エネル
ギー消費低減率）(％)

無

無

環境ポスターコンクール
応募作品数＋作品展入
場者数(人)

1.45

B

B

6,989 17,443 1,2,3

9.23

189,007

事務事業コスト（千円）

3,623

1.93

２０実績 施策内
割合(%)

環境行動推進

自然エネルギー推進

温室効果ガス総排出
量基準比(％)

環境経営に向けた講
座参加事業者数(社)

CO2排出量の削減数
（t・累計）

－

施策トータルコスト
（千円）

環境部担当部

環境課

地球環境保全融資事
務

事務事業名
成果指標

低公害車導入資金利
用件数(件）

２２
目標

担当課

取組
内容

3,653

30

環境学習推進

環境講座受講者数（人）
＋かつしかっこ探検隊受
講者数（延人）

自然観察会・自然入門
講座受講者数（人）

環境月間普及啓発

公害防止設備資金利
用件数(件）

指標名（単位）
２０

実績

B

増減額

 ２１実績２１
実績

10,454

環境緑化フェア入場者数
＋パネル展入場者数(人)

45.83

B

B

2,737 －

-455

32.51

B

61,437 1

48,242

3,192

37,617

1

1

9.05

23,820

38,384 86,626

17,111

0


